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令和８年  意見書案第３号 

 

   特別市の法制化に反対する意見書 

 

現在、国の地方制度調査会においては、国・都道府県・市町村間の役

割分担や大都市地域における行政体制について本格的な議論が行われて

いる。その中で、大都市制度の選択肢の一つとして特別市について検討

が進められているところであるが、指定都市が県から実質的に独立し一

層制の自治体となる特別市が実現し、指定都市域内の権限や税財源が移

譲されることになれば、指定都市以外の市町村には大きな影響を及ぼす

こととなる。 

 特に神奈川県においては、財政力の高い指定都市が県から離脱するこ

とで、特別市に税財源が集中する一方、県は財源不足に陥るため、県単

独補助金をはじめとした様々な市町村支援が縮小・廃止される可能性が

ある。そうなれば結果として、横須賀市を含め残された他の市町村では

市民への行政サービスの水準低下を招くとともに、行財政運営にも大き

な支障を来しかねない。また、特別市に税財源が集中すれば、東京一極

集中と同じような構造が全国各地で生まれ、さらなる都市間格差の拡大

につながることは明らかである。 

 さらには、これまで県域で一体的に行われてきた医療、教育、広域的

なインフラ整備等の住民サービスや調整機能について、資源の集中する

指定都市が特別市となった場合、残された他の市町村では、住民にとっ

て必要不可欠なサービスの維持・確保が困難となることが予想される。

また、災害対応や警察事務などの住民の命や財産を守るための広域行政

事務についても、地域の分断による悪影響を受ける懸念がある。このよ

うに、広域的な観点からの行政課題の解決や現状の行政サービスの維持

が困難となることは看過できない。 

 特別市制度について、財政上の課題や広域的調整課題など、重要な問

題を先送りしたまま法制化を進めることは、市民に大きな不安と影響を

与えるおそれがあることから、決して容認できるものではない。 

 よって、特別市制度には強く反対し、特別市を法制化しないよう強く

要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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（提出年月日）令和８年 10月５日 

（議決年月日）令和８年 10月５日 

（議決結果） 可決（賛成多数） 

（提出先）  衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、 

内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、 

内閣府特命担当大臣（地方創生） 


